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研究成果の概要（和文）：  最近の最高裁判決を分析した結果、法分野ごとに最高裁の役割が異なり、また、最高裁の
人的構成の影響が異なることが、明らかになった。最高裁裁判官の選任のありようについて、下級裁判所裁判官人事（
「司法官僚」の形成）と関連させながら検討する必要性が明らかになったため、最高裁裁判官データベースの作成を進
めた。アメリカ、カナダ、ドイツ、韓国、フランス、オーストラリア、イギリスに対する実地調査を行った結果、日本
の最高裁・司法制度の特質と、他方、現代国家の司法・裁判所の共通点が明らかになった。以上を踏まえ、最高裁につ
いて人的、制度的な改革案をまとめた。

研究成果の概要（英文）：  The role of the Supreme Court and the impact of the appointement of Justices on 
decisions are different in each branch of laws (constituional law, administrative law, civil law, commerci
al law, criminal law and criminal procedure, etc.) .  As it is necessary for us to inquire promotions of l
ower court judges in examining the appointement system of Justices, we made a database on Justices. As a r
esult of visiting U.S., Canada, Germany, Korea, France, Australia, and U.K., and researching there, we hav
e realized the uniqueness of the Supreme Court of Japan and common characters of modern country's supreme 
courts. We have made proposals for the reform of the Supreme Court of Japan in order to make the Supreme C
ourt fill its role as the highest court and the guardian of the Constitution much better. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 最高裁判所（以下、最高裁と略）は、近時、
司法裁判所としての役割と憲法の番人とし
ての役割の両面での積極的な役割が強く求
められるようになっているが、わが国の最高
裁がこうした役割を十全に果たしているか
については、場合によっては「極端な司法消
極主義」などとも評されているように、批判
も絶えない。司法制度改革審議会は、「国民
の期待に応える司法制度」、「司法制度を支え
る法曹の在り方」、司法の「国民的基盤の確
立」の視点からの検討をし、その提言に基づ
き裁判員裁判をはじめとする一連の司法改
革が実施に移された。しかし、司法制度改革
審議会意見書では、司法の頂点に立つ最高裁
の役割、その現状と問題点についての言及は、
わずかに最高裁裁判官の選任についての示
唆にとどまり、それさえも具体化の動きはな
い。 
そこで、最高裁が期待される役割を果たせ

ていないのはなぜか、また、期待されている
役割を果たすためにはどのような改革、条件
が必要かについての研究が必要となってい
る。にもかかわらず、最高裁が現実に果たす
役割について、その制度的・人的な実像から
せまる研究が乏しい。 
 
２．研究の目的 
 最高裁について、制度的・人的側面から実
証的研究・分析を行い、比較法的な視点も交
えて考察を行った上で、21世紀日本の最高裁
にふさわしい人的・制度的な改革を目指した
提言を試みる。すなわち、現代日本の最高裁
について、（1）最上級の司法裁判所と憲法裁
判所の二つの機能をどのように果たしてい
るか、果たすべきかの分析、（2）そのための
条件と課題は何かの分析とともに、（3）最高
裁の制度的、人的改革のひとつとして、最高
裁裁判官の選任手続・過程の改革案の提示を、
比較法的な視点を含めて行う。 
 以上を通じて、本研究は、21 世紀日本社
会・国家における最高裁の課題と役割にふさ
わしい組織・編成、人的構成の原則とその具
体化、これを踏まえた最高裁裁判官選任の方
法と手続を明らかにし、そのための具体的な
改革案を構想・提示することを意図する。 
 
３．研究の方法 
 以下のように最高裁について制度的・人的
側面から実証的研究・分析を行い、比較法的
な視点も交えて考察を行った上で、最高裁の
人的・制度的な改革を目指した提言を試みる。 
 
（１）まず、日本国憲法における最高裁の地
位・権限、(人的・制度的)構成上の特徴、こ
の面からみた戦後日本における最高裁の発
足以来の軌跡と問題点を整理する。 
 
（２）その上で、①1990 年代以降（平成期の
約 20 年間）を対象期間に、判決内容を制度

的側面、人的構成の面から分析する。具体的
には、民事訴訟、刑事訴訟、行政訴訟、憲法
訴訟の各訴訟領域別に、最高裁判決の分析を
通じて、最高裁がどのような役割を果たして
いるかの分析・評価を行う。この場合、判決
内容、そこでの多数意見・補足意見・意見・
反対意見について、各裁判官の経歴との関連
に着目した検討を重点的に行う。各判決の担
当調査官の解説と役割の分析も行う。 
 以上を踏まえて、最高裁が、法令解釈と憲
法解釈の最終審としてどのような役割と特
徴をもつか、そこに最高裁の人的構成がどの
ように関連するか、最高裁裁判官の経歴・出
自との関連性についていかなる指摘が可能
か、を検討する。 
 
（３）次に、最高裁裁判官の選任手続・過程
を、その制度上の問題点を含めて分析し、実
態に即した把握をできる限り試みる。 
この分析・検討を十分に行うためには、最

高裁裁判官の経歴調査が必要であるので、最
高裁裁判官の経歴情報の収集整理のための
大学院生等の協力を得た特別作業班を組織
する。 
以上の作業を踏まえて、検討対象とした最

高裁裁判官につき経歴と判決行動とについ
てデータベースを作成する。 
 
（４）諸外国における最高裁の役割と特徴を
その制度的、人的側面から分析し、比較分析
ないし類型的特徴の抽出を行い、上記の分析
に反映させる。比較対象の国は、アメリカ、
イギリス、カナダ、オーストラリア、ドイツ、
フランス、韓国等とする。ここでは、とくに、
各国における最高裁ないし憲法裁判所の裁
判官選任のあり方と最高裁の役割の関係に
ついて、重点的な研究課題とする。 
 
（５）以上の分析・調査研究を踏まえて、わ
が国の最高裁裁判官選任方法の改革案を提
示する。 
 
４．研究成果 
 まず、本研究の申請の準備段階の研究活動
のまとめを行い、これまでの最高裁研究の軌
跡と特徴の整理を行った上で、３つの柱につ
いて研究を進め、以下のような成果を得た。 
 
（１）①本研究の第１の柱は、平成期の最高
裁判決を対象に、判決内容を訴訟領域ごと、
小法廷・大法廷ごとに分析し、最高裁の現実
の役割と特徴に最高裁の人的構成がどのよ
うに関連するかを検討することであるが、全
体研究会では、本研究の申請の準備段階で取
り上げていない商事判例、経済刑法、労働法、
民事訴訟法、税法、知的財産法に関する最高
裁判決を検討した。 
②その結果、法分野ごとに最高裁の役割が

異なり、また、最高裁の人的構成の影響が異



なることが、明らかになった。 
すなわち、憲法分野においては、比較的に

裁判官の立場が官出身（下級裁判所裁判官出
身、検事出身、官僚出身）か民出身（弁護士
出身）かで分かれやすいが、最近では一部の
民事裁判官出身者が革新的な判決内容・手法
をリードしているように見受けられる。他
方、同じ公法系でも行政法分野においては、
行政法の技術的性格のゆえか、反対意見が少
なく、裁判官の出身母体による差はあまり見
受けられない。税務訴訟においても、一般の
行政訴訟と同様の傾向にある。 
他方、民法分野では、最高裁は、抵当権や

消費者金融に関してかなり大胆な理由付け
で社会の動きに敏感に対応している。ただ、
あまり反対意見が付されることはなく、裁判
官の出身母体による相違は明確でない。 
刑法分野では、刑法に関わる理論問題の専

門性の高さのゆえか、全員一致判決が多く、
反対意見はほとんど見られず、裁判官の出身
母体との関係はあまり見られない。他方、刑
事訴訟法分野では、最高裁は事実認定問題に
積極的に介入するようになっている。こうし
た動きに積極的にコミットしているのは、民
事裁判官出身者と学者出身の裁判官である
のに対して、検事出身者だけでなく刑事裁判
官出身者も保守的である。弁護士出身者はこ
の点について立場が一貫していない。 
それに対して、商法分野においては、最近、

最高裁が東京高裁判決を破棄し、東京地裁民
事第８部（商事専門部）の判断を支持する事
例が目立つが、これは最高裁裁判官の法的安
定性と結果の妥当性とのバランスを図ると
いう志向性を示すものであると共に、最高裁
調査官の影響が推測される。経済刑法分野に
おいては、バブル崩壊後の経済的な状況に対
応する中で理論的な深化が見られるが、反対
意見はなく、裁判官の出身母体による違いは
見られない。知的財産法の分野においては、
ルール志向の知財高裁 vs 総合考慮の最高裁
という対抗関係があるが、最高裁裁判官の中
での意見の相違はない。 
労働法分野では、意見と反対意見が付いた

事件がきわめて少なく、ほとんどが全員一致
の判決であるが、意見・反対意見を付した最
高裁裁判官には裁判官出身者が多く、補足意
見を出す積極性については最高裁裁判官の
間に出身母体の違いで差はない。 
③全体研究会とは別に、研究参加者各自が

それぞれ、自己が専門とする分野につき最高
裁判決の分析を進め、後掲「５．主な発表論
文等」欄記載の通りの成果をあげている。 
 
（２）本研究の第２の柱である最高裁裁判官
人事の分析については、まず、全体会におい
て下級裁判所裁判官を含む裁判官人事全体

について検討を行った。そして、下級裁判所
裁判官から最高裁裁判官になる者には、事務
総長経験者、司法研修所長経験者、最高裁首
席調査官経験者、法務省民事局長経験者が多
く、下級裁判所裁判官の「エリート」として
のキャリアを積んできた「司法官僚」層から
最高裁裁判官が選任されていることを確認
した。その結果、最高裁裁判官の選任のあり
ようについて、下級裁判所裁判官人事と関連
させながら検討すること、および、下級裁判
所裁判官出身の最高裁裁判官の経歴（たとえ
ば最高裁首席調査官経験者かどうか）と判決
行動との関係についてさらなる検討が必要
であることが、明らかになった。 
そこで、より実証的な分析を行うために最

高裁判決・最高裁裁判官についてのデータベ
ース作成作業を進めた。平成期任命の最高裁
裁判官の経歴、判決行動の入力を終え、さら
に、各法領域について最高裁判決における各
裁判官の意見についてのラベリング作業も
憲法、行政法、民法についてほぼ終えた。 
 
（３）本研究の第３の柱である諸外国の最高
裁の分析を通じての比較分析、類型的特徴の
抽出については、アメリカ、カナダ、ドイツ、
韓国、フランス、オーストラリア、イギリス
に対する実地調査を行った。それぞれ、最高
裁裁判官・憲法裁判所裁判官のインタビュー
もでき、多くの有益な知見を得、それを全体
研究会において検討した。こうした諸外国の
実地調査を通じて、日本の最高裁・司法制度
の特質と、他方、現代国家の司法・裁判所の
共通点が明らかになった。 
たとえば、日本の場合には、官僚的な職業

裁判官制度がとられており、かつ、その頂点
に立つ最高裁が違憲立法審査権をも有する
点で、かなり特異な性格を有しており、官僚
的な職業裁判官制度を改革する必要性が改
めて明らかになった。他方、最高裁に憲法問
題、重要な法律問題を解決することが求めら
れるのは各国共通の現象であり、各国におけ
る最高裁、憲法裁判所の運用状況からは、最
高裁裁判官の選任への法律家の意見を反映
させる仕組み、最高裁裁判官を補佐する仕組
み、最高裁が重要事件に専念できるようにす
るための上訴制度のあり方等々につき、わが
国においても活かすことができる示唆を得
た。 
 
（４）これまでの共同研究の成果の中間報告
をすると共に研究の中間総括を行う場とし
て、国際シンポジウム「現代社会における最
高裁判所の役割と条件－最高裁判所がその
役割を果たすために何をなすべきか、何が必
要か－」を、元最高裁判事や、アメリカ、ド
イツ、韓国の最高裁・憲法裁判所関係者や研



究者をパネリストとして招き、平成 25 年７
月に２日間にわたり、立命館大学において開
催した。また、同年９月には、「立命館大学・
ミュンヘン大学・ソウル国立大学・国際シン
ポジュウム－日本・ドイツ・韓国における最
高裁判所・憲法裁判所の役割－」を立命館大
学法学部と共催し、本研究の成果を報告し
た。 
 同年の秋以降、これまでの本研究の成果を
まとめ、わが国の最高裁についての改革提言
（最高裁裁判官の選任についての改革案だ
けでなく、最高裁の機構改革、職業裁判官制
度についての改革案を含む）を検討する作業
を行い、それらを（立命館大学よる出版助成
を得て）研究書として刊行する準備を行った。
改革案の詳細は、平成 26 年度中に刊行され
る同書を参照されたい。 
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